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１ はじめに 
 

平成 27 年９月関東・東北豪雨では、流下能力を上回る洪水により鬼怒川

の堤防が決壊し、氾濫流による家屋の倒壊・流失、広範囲かつ長期間の浸

水が発生しました。これに住民避難の遅れも加わり、近年の水害では例を

見ないほど多数の孤立者が発生するなど甚大な被害となりました。 

こうした背景から、平成 27 年 12 月に社会資本整備審議会会長から国土

交通大臣に対して「大規模氾濫に対する減災のための治水対策のあり方に

ついて～社会意識の変革による「水防災意識社会」の再構築に向けて～」

が答申されたことを踏まえ、国土交通省では施設では守り切れない大洪水

は必ず発生するとの考えに立ち、「水防災意識社会 再構築ビジョン」をと

りまとめました。 

国の管理河川については、沿川市町村等と協働で減災対策協議会を設立

し、目標や取組方針を決定したところです。 

そのような中、平成 28 年 8 月の台風 10 号では岩手県小本川が氾濫し、

小本川沿川の高齢者福祉施設で 9 名の死者が出る被害が発生しました。 

これを受け、平成 29 年１月に社会資本整備審議会会長から国土交通大臣

に対して「中小河川等における水防災意識社会の再構築のあり方について」

が答申され、ただちに「水防災意識社会 再構築ビジョン」の取組を加速

し、都道府県が管理する河川においても本格展開することが求められてお

ります。 

長野県では河川管理者、市町村などの関係機関が連携・協力して、減災

のための目標を共有し、ハード対策とソフト対策を一体的、計画的に推進

することにより、上田圏域の県管理河川において氾濫が発生することを前

提として社会全体で常に洪水に備える「水防災意識社会」を再構築するこ

とを目的に「上田圏域大規模氾濫減災協議会」（以下、「本協議会」という。）

を設立しました。 

その後、令和元年東日本台風災害では、信濃川水系で記録的な豪雨とな

り、千曲川の長野市穂保地先では堤防が決壊しました。また当圏域では、

道路橋及び鉄道橋が落橋し、中小河川では護岸の崩壊が多数発生するなど

甚大な被害がもたらされました。 

このように近年、水害が頻発化・激甚化しており、今後、気候変動の影

響により、さらなる水害リスクの増大が見込まれる中、流域のあらゆる関

係者が協働して取り組む「流域治水」への転換が全国的に図られています。 

長野県では、流域治水に係る各取組について、５か年の数値目標を設定

した「長野県流域治水推進計画」を令和３年２月に策定し、計画的・集中

的に進めています。 

また、令和４年２月に信濃川水系（信濃川上流）流域治水協議会の全体

協議会が開催され、全体協議会と圏域等協議会との関連について整理がな
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され、圏域等協議会においては全体協議会からの全体像を共有し、河川に

関する対策、流域に関する対策、避難・水防に関する対策を含む「流域治

水プロジェクト」の策定と公表、実施状況のフォローアップ等を行うこと

となりました。 

加えて、令和３年４月流域治水関連法案の附帯決議により、流域治水の

取組においては、自然環境が有する多様な機能をいかすグリーンインフラ

の考えを普及させ、災害リスクの低減に寄与する生態系の機能を積極的に

保全または再生することにより、生態系ネットワークの形成に貢献するこ

ととされ、流域治水プロジェクトを進めるとともに、グリーンインフラに

も取り組むこととされました。 

本協議会では、「現状の水害リスク情報」や「市町村が行う円滑かつ迅速

な避難の取組」、「的確な水防活動等の取組」など各取組状況の情報を共有

し、円滑かつ迅速な避難及び的確な水防活動等を実現するために地域の取

組方針を作成し、共有することとしています。今後はこれまでの取組に加

えて全体協議会からの全体像を共有するとともに、信濃川水系流域治水プ

ロジェクトを推進し、河川流域全体のあらゆる関係者が協働し、流域全体

で水害を軽減させる治水対策に取り組みます。 

本協議会の各構成員は、取組方針に基づき連携して減災対策に取り組み、

確かな対策の実施のための進捗確認等、フォローアップを行うこととしま

す。 
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２ 本協議会の構成員 
 

本協議会の構成員及び参加機関は以下のとおり 
  

機  関  名 代 表 者（構成員） 

上 田 市 市 長 

東 御 市 市 長 

長 和 町 町 長 

青 木 村 村 長 

上田地域広域連合消防本部 消防長 

上田警察署 署 長 

上田地域振興局 局 長 

上田保健福祉事務所 所 長 

上田建設事務所 所 長 

 

 

本協議会のアドバイザーは以下のとおり 

別表－２  

機  関  名 

（アドバイザー） 

国土交通省北陸地方整備局千曲川河川事務所 

気象庁長野地方気象台 

林野庁中部森林管理局東信森林管理署 
国立研究開発法人 森林研究・整備機構森林整備センター 長野水源林整備事務所 

農林水産省関東農政局 

しなの鉄道株式会社運輸部 

東日本旅客鉄道株式会社 長野支社 長野土木設備技術センター 

長野県危機管理部危機管理防災課 

長野県環境部生活排水課 

長野県農政部農地整備課 

長野県林務部森林づくり推進課 

長野県建設部河川課 

長野県建設部砂防課 

長野県建設部都市・まちづくり課 

長野県建設部建築住宅課  
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３ 上田圏域の河川の概要 
 

上田圏域は、長野県における信濃川水系の上流域に位置し、上田市、東御市、小県郡

長和町、小県郡青木村の２市１町１村で構成されています。 

圏域の総面積は約９０５k ㎡で、県全体の約６．７％を占めています。また、人口は

約１９．５万人で、県全体の約９．３％を占めています。圏域内の河川のうち、千曲川

の一部は国管理であり、他の一級河川は県が管理しています。現況は表－１のとおりで

す。 

県管理河川の特性は、上流山間部では急峻な渓流を形成し、下流平坦部では緩やかな

流れとなり築堤がなされています。その中間部には、扇状地が形成され、一度洪水が発

生すると、氾濫した水が河川に戻ることなく扇状地を拡散するように広がるため、溢水

による大きな被害が予想されます。また、築堤部での越水や内水被害にも留意する必要

があります。 

また、近年の災害の発生状況は表－２のとおりとなっています。 

 

表－１ 【上田圏域の河川現況】 

 総面積(k ㎡) 県管理河川数 左欄の河川延長(km) 

上田圏域 905.37 62 334.3 

県全体 13,561.6 737 4,802.7 

県全体に対する割合 6.7％ 8.4％ 7.0％ 

 

表－２ 【近年の災害発生状況】 

年月日 河川名 原因 被害状況 
昭和 56 年 8 月 21 日～23 日 浦野川 

湯川他 

豪雨・台風１６号 上田市（真田・丸子地区含）・東御市 

半壊 3 戸、床上浸水 64 戸、床下浸水 170 戸 

昭和57年 7月 5日～8月 3日 神川 

産川 

豪雨・台風１０号 上田市 

全壊 2 戸、床上浸水３戸 

昭和 62 年 7 月 1 日～4 日 神川 豪雨 

 

上田市 

床上浸水 5 戸、床下浸水 4 戸 

平成 1 年 8 月 12 日～20 日 

 

瀬沢川 

成沢川 

金原川 

豪雨・台風１４号 

 

上田市・東御市 

床上浸水 22 戸、床下浸水 140 戸 

 

平成 7 年 8 月 18 日～28 日 矢出沢川 豪雨 

 

上田市 

床上浸水 1 戸、床下浸水 4 戸 

平成 12 年 7 月 14 日～20 日 所沢川 

西沢川 

豪雨 

 

東御市 

床上浸水 1 戸、床下浸水 23 戸 

平成 13 年 8 月 7 日～11 日 金原川 

所沢川他 

豪雨 東御市 

床上浸水 1 戸、床下浸水 19 戸 

平成 22 年７月２日 浦野川他 

 

豪雨 上田市・青木村 

床上浸水 5 戸、床下浸水 50 戸 

平成 22 年８月２日 矢出沢川他 豪雨 

 

上田市 

床上浸水 55 戸、床下浸水 275 戸 

令和 元年 10 月 11 日～13 日 依田川他 台風 19 号 上田市・東御市・青木村 

全壊流出 2 戸、床上浸水 52 戸、床下浸水 58 戸 
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上田圏域一級河川一覧表(1/2) 

 
№ 河川名 県管理延長（ｍ） 市町村 

1 千曲川 9,500 上田市・東御市 

2 浦野川 13,590 上田市・青木村 

3 産川 11,197 上田市 

4 湯川 8,100 上田市 

5 追開沢川 4,600 上田市 

6 尾根川 7,190 上田市 

7 尻無川 4,400 上田市 

8 駒瀬川 5,800 上田市 

9 雨吹川 3,700 上田市 

10 水出川 510 上田市 

11 神戸川 1,400 上田市 

12 室賀川 6,000 上田市 

13 阿鳥川 4,850 上田市・青木村 

14 沓掛川 3,052 青木村 

15 田沢湯川 3,000 青木村 

16 相染川 1,200 青木村 

17 矢出沢川 6,625 上田市 

18 黄金沢川 1,635 上田市 

19 神川 21,364 上田市 

20 洗馬川 8,829 上田市 

21 傍陽川 6,500 上田市 

22 堤入谷川 1,200 上田市 

23 半田入谷川 2,300 上田市 

24 真田角間川 3,220 上田市 

25 和熊川 2,760 上田市 

26 渋沢川 2,929 上田市 

27 瀬沢川 6,800 上田市 

28 依田川 29,349 上田市・長和町 

29 内村川 18,253 上田市 

30 霊泉寺川 2,000 上田市 

31 長沢川 5,000 上田市 

32 深山沢川 2,200 上田市 

33 洞川 1,280 上田市 

34 権兵エ川 2,600 上田市 
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上田圏域一級河川一覧表(2/2) 
 

№ 河川名 県管理延長（ｍ） 市町村 

35 武石川 13,546 上田市 

36 余里川 5,500 上田市 

37 茂沢川 4,000 上田市 

38 五十鈴川 2,430 長和町 

39 大門川 13,747 長和町 

40 大茂沢川 1,600 長和町 

41 東沢川 2,400 長和町 

42 本沢川 8,573 長和町 

43 追川 9,919 長和町 

44 男女倉沢 2,289 長和町 

45 矢の沢川 2,600 上田市 

46 笠石川 1,300 東御市 

47 成沢川 6,700 東御市 

48 塩川沢川 4,400 上田市 

49 金原川 6,800 東御市 

50 三分川 3,600 東御市 

51 求女川 4,240 東御市 

52 祢津東川 1,000 東御市 

53 針の木川 1,200 東御市 

54 所沢川 10,355 東御市 

55 所沢西川 360 東御市 

56 鹿曲川 5,700 東御市 

57 番屋川 1,000 東御市 

58 芦田川 800 東御市 

59 小相沢川 2,300 東御市 

60 西沢川 3,300 東御市 

61 大石沢川 850 東御市 

62 平沢川 900 東御市 
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４ 上田圏域の現状と課題 
 

 上田圏域における減災対策について、各構成員が現在実施している洪水時の情報伝

達や水防に関する事項等についての現状及び課題を抽出し、以下のとおり取りまとめ

た。 

 

① 情報伝達等に関する事項 

項 目 現 状 課 題 

想定される 

浸水リスクの

周知 

○必要性が認められる当圏域内のすべ

ての県管理河川で想定最大規模降雨に

よる洪水浸水想定区域図等が作成、公表

されている 

 

○水防計画書に記載されている水防上

特に警戒を要する箇所（堤防高不足の越

水、護岸決壊、河床洗掘等）は以下のと

おり。 

神川他３６河川 ２２２箇所（内上田市

１１３箇所、 東御市５１箇所、 長和町

４５箇所、 青木村１３箇所） 

(1) 最近の被災状況を踏まえると、より

大規模な氾濫に備える必要 

(2) 住民周知への取組強化が必要 

洪水時におけ

る河川水位等

の情報の内容 

〇圏域内に雨量計が１９基設置されて

いる 

 

〇圏域内の県管理河川に水位計が設置

されている 

浦野川 上田市越戸 

神 川 上田市林之郷 

依田川 長和町立岩 

   〃  上田市長瀬 

   

 

○圏域内の県管理河川に危機管理型水

位計が３０箇所、監視カメラが１２箇所

設置されている 

 

(3) より適確な情報を得るため、雨量

計・水位計・監視カメラ及び量水標の増

設検討の必要 

 

(4)管内３河川以外の水位周知河川の指

定検討が必要 
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項 目 現 状 課 題 

市町村への情

報提供と避難

勧告等の発令

基準 

〇決壊､溢水等の重大災害が発生する恐

れがある場合には、河川課長から対象と

なる首長に情報伝達を行う 

 

〇建設事務所担当者（水防当番）から対

象となる自治体防災担当者に対して情報

伝達を行っている 

 

〇避難勧告等は各市町村が地域防災計画

等に記載し、それに基づいて発令してい

る 

 

○浦野川、神川、依田川（水位周知河川）

では水防警報等で水位情報を提供してい

る 

 

○気象庁ホームページや防災情報提供シ

ステムで流域雨量指数の予測値（洪水警

報の危険度分布、流域雨量指数帳票）を

提供している 

(5) 対象となる首長へより具体的に、確実

となる情報伝達の必要（ホットライン） 

 

(6) 確実な情報提供が担保される必要（水

位情報、予報も含め） 

 

(7) 避難勧告等の発令基準を明確にする

とともに、地域防災計画等の修正が必要 

 

(8) 避難勧告等に係る判断や伝達に係る

詳細なマニュアルの整備 

 

(9) 避難に必要な時間を確実に確保が必

要（タイムライン） 

 

(10)災害時要配慮者に留意が必要 

 

(11)情報の一元管理が必要 

 

(12)避難時の判断に必要な情報を確実か

つわかりやすく提供するとともにその利

活用を促進する必要がある。 

 

避難場所  

避難経路 
〇圏域内の各市町村では浸水想定区域図

を基に洪水ハザードマップを作成し全戸

配布により周知している 

 

 

(13) 避難時の危険に配慮した避難方法

の検討が必要 

 

(14) 洪水以外の危険時にも活用の検討 

 

(15) 住民周知の取組強化が必要 

 

(16) 大災害等、市町村を越える広域避

難、長期の避難に向けた検討が必要 

住民等への情

報伝達の体制

や方法 

 

〇長野県は雨量･水位情報等をホームペ

ージ（長野県河川砂防情報ステーション）

により公表している 

 

〇避難情報を市町村は下記方法などによ

り伝達している 

・コミュニティテレビ・コミュニティラ

ジオ・有線放送・防災行政無線 

・広報車 

・電話、ＦＡＸ配信サービス 

・緊急速報メール、登録制メール、ホー

ムページ、ツイッター等の SNS 

・消防団・警察・自主防災組織・近隣住

民等 

(17) 住民等へのわかりやすさ、特に危険

度を認識してもらうのが必要 

 

(18)各伝達方法においてより確実な伝達

となるよう検証すること及びレベルアッ

プが必要（インターネット未利用者、聴力

低下者、外国人等への情報伝達手段） 

 

(19) 代替の情報伝達手段を検討 
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項 目 現 状 課 題 

避難誘導体制 〇避難誘導は、消防機関、警察、自主防

災組織、市町村職員等の各組織が実施し

ている 

 

〇水防活動を行う消防団が避難誘導等

の任務も担っている 

(20) 迅速避難が可能となるよう、組織

毎の役割分担の明確化が必要 

 

(21) 構成員の高齢化、減少対策の検討

が必要 

 

(22) より実践に即した訓練が必要 

 

 

 

② 水防に関する事項 

項 目 現 状 課 題 

河川の巡視 〇重要水防区域を定め、建設事務所で巡

視して行っている 

 

〇出水期前に、建設事務所職員と自治体

職員が点検を実施している 

(23) 重要水防区域が多く、優先的に水

防活動等をすべき箇所の特定が困難 

 

(24)重要水防区域および状況について、 

河川管理者・水防管理者・住民等が把握

しておく必要があり、その周知方法の検

討が必要 

 

(25) 点検個所の経年状況把握（カルテ）

と見直しが必要 

 

(26) 効率的な巡視方法、役割分担を検

討 

 

(27) 点検箇所数に対応したマンパワー

の強化が必要 

水防資機材の

整備状況 

〇水防資材（土のう袋、ロープ、ブルー

シート）を市町村備蓄倉庫、消防署等に

保管 

(28) 備蓄水防資材等の情報共有、資材

融通を検討する必要がある 

 

(29) 備蓄水防資材の確保、更新を確実

に行う必要がある 
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項 目 現 状 課 題 

自治体庁舎、 

災害拠点病院 

等の水害時に 

おける対応 

〇大規模な水害時には、庁舎等が浸水し

機能が低下・停止する恐れがある 

 

〇ライフライン（電気、ガス、水道、通

信）が浸水し機能が低下・停止する恐れ

がある 

 

(30) 水害時の対応拠点となる庁舎等

について耐水化対策が必要 

 

(31) 被災時の代替機能を確保する必

要がある 

 

(32) 自主防災組織の拡充が必要 

 

(33) 避難訓練等の実施 

 

(34) ライフラインの耐水化が必要 

 

(35) 被災時の補完機能強化が必要 

 

 

③ 氾濫水の排水、施設運用等に関する事項 

項 目 現 状 課 題 

排水施設､排

水資機材の

操作･運用 

〇上田圏域には菅平ダム、内村ダム、金原

ダムがあり、その操作は操作規則により行

っている 

 

○基準降雨量を上回る降雨が予想される

場合に、あらかじめダムの水位を下げる

「事前放流」を実施している 

 

〇ダムの情報をホームページ（長野県河川

砂防情報ステーション）により公表してい

る 

 

○排水ポンプ車は県内に３台保持されて

いる 

 

 

(36) ダムの情報（水位等）を住民にわか

りやすく提供 

 

(37)排水ポンプ車に関する使用ルール

の確立が必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 河川管理施設の整備に関する事項 

項 目 現 状 課 題 

堤防等河川

管理施設の

現状の整備

状況 

現在、河川整備計画に基づき以下の３河川

で交付金事業を実施中。 

矢出沢川（上田市 常磐城） 

金原川（東御市 海善寺～本海野） 

求女川（東御市 田中） 

 

(38) 引き続き、事業進捗を図ることが

必要 

 

 

 

※各項目の課題の番号(1)～(38)は、後述の「6.令和 9 年度までに実施する取組」の内容と対応 
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５ 減災のための目標 
 

 避難や水防活動の実施及び氾濫水の排水等の対策を円滑かつ迅速・的確に実施する

事で、各構成員が連携して達成すべき減災目標は以下のとおりとする。 

 

【達成すべき目標】 
 

 

 

 

 

【目標を達成するための 3 つの取組】 

 

 

①  逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難のた 

めの取組 

 

②  洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保の 

ための水防活動の取組 

 

③  社会経済被害の最小化を図るための氾濫水の排水 

や河川管理施設整備のための取組 

 
※大規模水害･･…想定しうる最大規模の降雨に伴う洪水氾濫による被害 

※逃げ遅れ…・･立ち退き避難が必要なエリアからの避難が遅れ孤立した状態 

※社会経済被害の最小化･…･大規模氾濫による社会経済被害を軽減し、早期に経済活動を再開できる状態 

 

 

さらに、上記の取組に加え、信濃川水系流域治水プロジェクトを推進し、河川流域

全体のあらゆる関係者が協働し、流域全体で水害を軽減させる治水対策に取り組むも

のとする。 
 

 

 

 

  

上田圏域の流域における大規模氾濫※に対して、 

「逃げ遅れ※ゼロ｣、「社会経済被害の最小化※」を目指す。 
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６ 令和９年度までに実施する取組 

 
 氾濫が発生することを前提として、社会全体で常にこれに備える「水防災意識社会」

を再構築することを目的に、各構成員が取り組む主な内容は次のとおりである。 

 

１）ソフト対策の主な取組 

  各構成員等が実施するソフト対策のうち、主な取組項目、取組主体については、以

下のとおりである。 

 

①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難のための取組
 

項 目 主な取組項目 備 考 
千曲川 

・犀川 

■広域避難を考慮し

たハザードマップの

作成･周知等 

 

対応する課題： 

(1)(2)(10)(13)(14) 

(15)(16) 

･想定最大規模降雨による浸水想定区域図の公表【国土交

通省、県】 

 

･想定最大規模降雨による浸水想定区域図及び広域避難

を考慮したハザードマップの作成･周知等 

【市町村】 

 

・ささえあいマップ・ハザードマップ整備･充実 

【市町村】 

 

･要配慮者利用施設の避難計画の作成及び訓練の促進 

【市町村】 

  ③-3 

③-4 

■避難情報の発令に

着目したタイムライ

ンの作成 

 

対応する課題： 

(5)(6)(7)(8) 

(9)(11)(12) 

 

・避難情報の発令に着目したホットライン・タイムライ

ンの作成の検討【県、市町村】 

 

・タイムラインに基づく首長も参加した実践的な訓練 

【市町村】 

 

・「危険度の色分け表示｣、「警報級の可能性」や「洪水

警報の危険度分布」等の新しい防災気象情報の利活用の

検討【市町村】 

 ③-3 

■防災教育や防災知 

識の普及  

 

対応する課題： 

(3)(4)(17)(18)(19) 

・住民の防災意識啓発となる研修、出前講座、水防災教

育の充実【長野地方気象台、県危機管理防災課・河川課

等、市町村】 

 

･水位計等の情報をリアルタイムで提供【県】 

 

 ③-3 

③-5 

 

※「千曲川・犀川」欄は、「千曲川・犀川流域の減災に係る取組方針」の取組項目に対応 

 



 

 

- 15 - 

②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組 
 

項 目 主な取組項目 備 考 
千曲川 

・犀川 

■より効果的な水防 

活動の実施及び水防 

体制の強化 

 

対応する課題： 

(20)(21)(22)(23) 

(24)(25)(26)(27) 

(28)(29)(30)(31) 

(32)(33)(34)(35) 

 

・水防団等への連絡体制の再確認と伝達訓練の実施 

【市町村】 

 

・水防団同士の連絡体制の確保【市町村】 

 

・水防団や地域住民が参加する重要水防区域等の共同点

検【協議会全体】 

 

・関係機関が連携した実働水防訓練の実施 

【協議会全体】 

 

・水防活動の担い手となる水防協力団体の募集指定を促

進(広報誌､市のイベント、コミュニティー放送等） 

【市町村】 

 

・地域の建設業者による水防支援体制の検討・構築 

【県、市町村】 

 

・内水被害危険箇所の把握及び情報共有【県、市町村】 

 

・災害拠点となり得る施設・資材・備品の強化等 

【国、県、市町村】 

  

 

③ 社会経済被害最小化を図るための氾濫水の排水や河川管理施設整備のための取組 

項 目 主な取組項目 備 考 
千曲川 

・犀川 

■排水計画(案)の作 

成及び排水訓練の実 

施 

対応する課題： 

(37) 

･排水（ポンプ車）訓練の実施【国、県、市町村】 

 

 ③-9 



 

 

16 

２）ハード対策の主な取組 

各構成員等が実施するハード対策のうち、主な取組項目・取組主体については、 

以下のとおりである。 

 

①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難のための取組   

②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組 

項 目 主な取組項目 備 考 
千曲川 

・犀川 

■避難行動､水防活

動排水活動に関する

基盤等の整備 

 

対応する課題： 

(3)(4)(17)(18)(19) 

(36) 

・雨量・水位等の観測データ及び洪水時の状況を把握･伝

達するための基盤の整備（水位周知河川）の増設【県】 

 

・水防活動を支援するための新技術を活用した水防資機

材等の配備検討【県、市町村】 

 

・雨量計等の整備【県、市町村】 

 

・住民等への情報伝達の機器の検証、強化【県、市町村】 

 

・浸水時においても災害対応を継続するための施設の整

備・耐水化等【市町村】 

 

 ③-5 

③-6 

 

 

③ 社会経済被害最小化を図るための氾濫水の排水や河川管理施設整備のための取組 

項 目 主な取組項目 備 考 
千曲川 

・犀川 

■洪水を流域内で 

安全に流す対策 

 

対応する課題： 

(25)(38) 

・優先的に実施する堤防、護岸等の整備【県】 

・適時、適切な維持管理の実施【県】 

・雨水貯留施設の整備【県、市町村】 

 ①-2  

①-3 

①-4

①-7 

 

 

④ その他 グリーンインフラの取組 

項 目 主な取組項目 備 考 
千曲川 

・犀川 
■魅力ある水辺空

間・賑わい創出 

 

・かわまちづくり事業の推進【国、県、市町村】  その他 

 

 

 

７ 取組方針のフオローアップ 
 

 この取組方針に記載した事項については、各構成員において、地域防災計画等に反映

するよう努めるとともに、目標の実現に向け、継続的に取り組むものとする。 

 また、本協議会は随時出水期前に開催し、取組の進捗状況を確認するとともに、必要

に応じ、この取組方針を見直すものとする。 

 

 


